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上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書
面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に
かかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項
を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第165回定時株主総会招集ご通知
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

株式会社ノザワ
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主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先の状況

主要な事業内容（2025年３月31日現在）
　当社グループは、押出成形セメント製品（アスロック・住宅用高遮音床材・住宅用軽量外壁
材）、スレート、不燃混和材、耐火被覆材（コーベックス）等の製造・販売・施工及び石綿除去
工事並びに建設資材販売、肥料の製造・販売、一般建設業、損害保険代理業、生命保険募集業を
行っております。

株式会社ノザワ 本　　　社 神戸市中央区浪花町15番地
支　　　店 札幌（札幌市）　仙台（仙台市）

東京（東京都中央区）
名古屋（名古屋市）　関西（神戸市）
広島（広島市）　九州（福岡市）

工　　　場 埼玉（埼玉県吉見町）
播州（兵庫県播磨町）
高砂（兵庫県高砂市）
フラノ（北海道富良野市）

技術研究所 埼玉県深谷市

株式会社ノザワ商事 本　　　社 神戸市中央区浪花町15番地
支　　　店 東京（東京都中央区）

関西（神戸市）
株式会社ノザワトレーディング 本　　　社 神戸市中央区浪花町15番地

主要な事業所（2025年３月31日現在）
⑴　当　　社

⑵　子　会　社

従業員数 （前期末比増減）
338名 （9名減）

従業員数 （前期末比増減） 平均年齢 平均勤続年数
317名 （8名減） 45.7歳 21.4年

従業員の状況（2025年３月31日現在）
⑴　企業集団の従業員の状況

（注）　なお、従業員の中には臨時従業員151名（前期152名）は含んでおりません。

⑵　当社の従業員の状況

（注）　年齢、勤続年数とも、小数点第２位以下を四捨五入して表示しております。
なお、従業員の中には臨時従業員144名（前期144名）は含んでおりません。

主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

１．発行可能株式総数 30,000,000株
２．発行済株式の総数 12,075,000株（自己株式352,510 株を含む）
３．株主数 4,020名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
ノ ザ ワ 取 引 先 持 株 会 589千株 5.03％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 567 4.84
神 栄 株 式 会 社 486 4.15
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 436 3.72
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 398 3.39
Ｃ Ｂ Ｃ 株 式 会 社 301 2.57
日 工 株 式 会 社 284 2.42
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 262 2.23
株 式 会 社 ト ク ヤ マ 262 2.23
ノ ザ ワ 従 業 員 持 株 会 250 2.13

株 式 数 交付対象者数
取締役(社外取締役を除く） 12,000株 ９名

会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

４．大株主（上位10名）

（注）１．持株数は千株未満の端数を、持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
２．当社は自己株式（352,510株）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
３．持株比率は、自己株式数を控除して計算しております。

５．当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当社は、2024年６月27日開催の当社第164回定時株主総会において、当社の取締役(社外取
締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を交付する株式報酬制度を導入することを決議いたし
ました。同年６月27日開催の当社取締役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式の処
分を決議し、同年７月22日付で取締役（社外取締役を除く。）９名に対し自己株式12,000株
の処分を行っております。

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「Ⅱ．４．（1）取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針に関する事項」に記載しております。

会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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会計監査人の状況

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬額 30,000千円
当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 30,000千円

会計監査人の状況
１．名称　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計額を記
載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役
からの報告を通じて、監査内容、監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況
を確認し、当該事業年度の監査時間及び報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．非監査業務の内容
　該当事項はありません。

４．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理
由を報告いたします。
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会社の体制及び方針

会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
⑴ 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
①　企業行動指針をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を定め、法令・定款及び社会
規範を遵守した行動規範とする。
②　コンプライアンス啓発・教育委員会を所管するリスク対策部法務・知的財産室を所管する役
員は、全社横断的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。コンプライアン
ス啓発・教育委員会において､コンプライアンス上の重要な問題を審議し､その結果を取締役会
へ報告し是正を図る。
③　取締役が当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見し
た場合には直ちにコンプライアンス啓発・教育委員会に報告するものとする。使用人がコンプ
ライアンス上問題ある行為等について発見した場合には、コンプライアンスホットラインに連
絡・通報することができる。

⑵ 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する文書管理規程を定める。
②　取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し保存
する。取締役及び監査役は、これらの文書等を閲覧できるものとする。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め同規程に従ったリスク管理体制を構築
する。
②　不測の事態が発生した場合には、担当取締役は社長に報告し対策本部を設け迅速に対応す
る。

⑷ 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、定時取締役会を月１回、必要に
応じて臨時取締役会を適宜開催する。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項について
は、事前に社長及び本部長を委嘱された取締役で構成する本部長会を経て、取締役会で審議・
承認を行うものとする。
②　取締役会の決定に基づく業務執行については、業務運営規則に、それぞれの責任者及びその
責任、執行手続きの詳細について定めるものとする。

⑸ 当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社及び当社グループにおける内部統制の構築を目指し、当社にグループ全体の内部統制に
関する部署を設け、当社及び当社グループ間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指
示、要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
②　当社取締役及び当社グループの社長は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の確立
と運用の権限と責任を有する。
③　監査室は、当社及び当社グループの内部監査を実施し、その結果を当社代表取締役社長、取
締役会及び監査役会並びに当社グループ会社社長に報告する。監査室は必要に応じて、内部統
制の改善策を指導、実施の支援・助言を行う。
④　当社は、子会社の管理責任を明確にするため、子会社毎に担当取締役を定める。子会社の取
締役は、定期的に当社の担当取締役へ、業績・その他重要な情報を報告する。

⑹ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並び
にその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、
監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役の指揮命令を受
けないものとする。
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会社の体制及び方針

⑺ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社及び当
社グループの役員及び使用人に周知徹底する。

⑻ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
①　取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大
な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスホットラインによる通報状況及
びその内容を報告する。監査役は、必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めるこ
とができるものとする。
②　当社は、上記の報告及び上記１．⑴③の情報提供を行った役員・使用人に対し、いかなる不
利益な取り扱いも行わない。

⑼ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役は、顧問弁護士及び監査契約を締結した監査法人の公認会計士より、監査業務に関す
る助言を受けることができる。
②　監査役は、社長・取締役と定期的に意見交換を行う。

⑽ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払い等の請求をしたとき
は、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に
必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　取締役の職務の執行については、取締役会を年15回開催し、法令で定められた事項や経営
に関する重要事項の決定、業務執行状況の報告及び監督を行いました。
　コンプライアンス体制については、コンプライアンス体制に係る規程の運用を図るととも
に、コンプライアンス意識の向上を目的として社内研修を実施しました。
　リスク管理体制については、リスク管理規程の運用を図り、情報セキュリティポリシーの改
定等、必要に応じて対応を実施しました。
　内部監査については、当社及びグループ会社を対象に業務の遂行状況、内部統制システムの
運用状況や会計に関する監査を実施し、必要に応じて改善策を講じました。
　監査役の監査体制については、監査役会を年16回開催し、監査方針・監査計画の決定、取
締役の職務執行の監査、内部統制システムの運用状況を確認しました。
　監査役は監査室(監査役の職務を補助すべき使用人２名)と監査計画策定、内部監査での問題
点に関する意見交換を随時行い、主な事業所などについては実地監査を行いました。また、社
外取締役及び会計監査人とは定期的に情報共有を行いました。

３．会社の支配に関する基本方針
⑴ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取
引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値
ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するもので
はありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定
に委ねられるべきだと考えています。
　ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち
続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を
損なうおそれのあるもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十
分に提供されないものもありえます。
　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株
主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必
要があると考えています。
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会社の体制及び方針

⑵ 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り
組み
　当社の中長期的な経営基本戦略等当社の目標としております企業像は下記のとおりです。
⒈ 建設部材、システム分野での開発型企業を目指し、建築・住宅・土木の３市場での安定的
な商品供給による強固な経営基盤を持つ企業

⒉ 技術力を背景とした差別化（品質・納期・コストの絶対的優位性）を推進するオンリーワ
ン企業

⒊ 環境保全を主眼においた次世代の事業を模索し、人々にやすらぎと安心を提供し、社会へ
の貢献を企業の発展と考える企業

　これらを実現するため、経営基本方針「全員の創意で常に新しい商品を世に問い、居住空間
の創造を通して21世紀を勝ち抜く企業集団を創ろう」のもと、当社の経営の２本柱である中
長期計画、ＮＮＰＳ（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）改善活動を着実に実行す
ることによって、当社のもつ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステークホルダーと
の良好な関係を継続、発展させ、当社及び当社グループ会社の企業価値及び株主共同の利益の
向上に繋げられるものと考えております。

⑶ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取り組み
　当社は、2008年６月27日開催の定時株主総会において、買収防衛策の導入根拠、手続き等
を定めた定款変更議案及び変更された定款に基づき当社株式等の大規模買付行為に関する対応
策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の導入について株主の皆様のご承認をい
ただき、また2023年６月29日開催の定時株主総会において本プランの継続についてご承認を
いただき、現在に至っております。
　本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が
判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株
主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とするものであり、当社の企業価値・株主
共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる
ことを目的としております。
　本プランにおきましては、(ⅰ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割
合が20％以上となる買付、または(ⅱ)当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株
式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買
付またはこれらに類似する行為（以下「買付等」と総称します。）を対象とします。
　当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付等の内
容の検討に必要な情報及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する
旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報、当
社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案等が、経営陣から独立した者よ
り構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、必
要に応じて、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の評価・検討、当社取締役会の
提示した代替案の検討、株主に対する情報開示等を行います。
　独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、または買付者
等の買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひい
ては株主共同の利益を著しく損なうおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件
のいずれかに該当し、対抗措置を発動することが相当であると判断した場合には、当社取締役
会に対して、対抗措置を発動すべき旨、または株主の意思を確認すべき旨を勧告します。当社
取締役会は、この勧告または株主意思確認総会若しくは書面投票の決定に基づき、原則として
新株予約権の無償割当ての実施を決議し、別途定める割当期日における当社の最終の株主名簿
に記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社株式１株につき新株予約権２個を上限
として別途定める割合で、新株予約権を無償で割当てます。
　当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締
役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。
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会社の体制及び方針

⑷ 上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　上記⑵に記載した基本方針の実現に資する特別な取り組みは、当社の企業価値・株主共同の
利益の確保・向上に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の
株主共同の利益に資するものであり、また、当社の経営陣の地位の維持を目的とするものでは
ありません。
　また、本プランは、上記⑶に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる
目的をもって導入されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主意思
を重視するものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、
独立性の高い社外者によって構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際し
ては必ず独立委員会の判断または株主意思の確認を経ることが必要とされていること、独立委
員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３
年間と定められたうえ、株主総会または取締役会でいつでも廃止できるとされていることなど
により、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主
共同の利益に資するものであって、当社の経営陣の地位の維持を目的とするものではありませ
ん。
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連結株主資本等変動計算書

（2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで）

（単位：千円）

項　　　目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
2 0 2 ４ 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,449,000 1,536,201 11,330,005 △208,696 15,106,510

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △403,744 △403,744

親会社株主に帰属する当期純利益 1,156,714 1,156,714

自 己 株 式 の 取 得 △262 △262

自 己 株 式 の 処 分 93,523 72,630 166,153

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 93,523 752,969 72,367 918,859

2 0 2 ５ 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,449,000 1,629,724 12,082,974 △136,329 16,025,370

項　　　目

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価
差 額 金

土 地
再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

2 0 2 ４ 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,552,384 3,142,030 10,862 △1,972 4,703,305 19,809,816

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △403,744

親会社株主に帰属する当期純利益 1,156,714

自 己 株 式 の 取 得 △262

自 己 株 式 の 処 分 166,153

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △25,697 △42,687 △10,862 16,293 △62,954 △62,954

連結会計年度中の変動額合計 △25,697 △42,687 △10,862 16,293 △62,954 855,904

2 0 2 ５ 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,526,687 3,099,342 － 14,321 4,640,350 20,665,720

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
　　　その他の注記事項は、連結注記表に記載しております。

－ 8 －



2025/05/26 16:50:38 / 24182640_株式会社ノザワ_招集通知

連結注記表

連 　結 　注 　記 　表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び名称 ２社（㈱ノザワ商事、㈱ノザワトレーディング
なお、前連結会計年度において連結子会社であった野澤貿易（上海）
有限公司は、2024年９月24日に清算結了したため、期中に連結の範
囲から除外しております。

②　非連結子会社 該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
在外連結子会社１社の決算日は12月31日であり、連結決算日との差異が３ヶ月を超えない
ため、当該事業年度に係る財務諸表を基礎として連結計算書類を作成し、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券……市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

……移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金……個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

……………建物、2016年４月１日以降に取得した構築物及び埼玉工場以外の
資産については定率法を採用しております。なお建物、2016年４
月１日以降に取得した構築物及び埼玉工場の資産については定額法
を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く）
……………定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

リース資産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によ
っております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を検討して計上しております。

賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のう
ち当連結会計年度の負担額を計上しております。

訴訟損失引当金………訴訟に対する損失に備えるため、係争中の案件に対し、将来発生す
る可能性のある損失見込額を計上しております。

⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　重要な収益及び費用の計上基準　当社グループは、主に押出成形セメント製品等の建築材料

を顧客に供給することを履行義務としております。製品等に
対する支配は納品検収時に顧客に移転し、その時点で履行義
務が充足されますが、収益認識に関する会計基準の適用指針
第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該
製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の範囲内で
ある場合については、出荷時点で収益を認識しております。
なお、商品販売の一部の取引において当社グループの役割が
代理人に該当する取引は、顧客から受け取る額から仕入先に
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連結注記表

③　重要な外貨建の資産又は負債の
本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めております。

支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
　また、工事契約に関しては、顧客との工事契約に基づき当
該物件の引渡しを行う義務を負っております。工事契約につ
いては義務の履行により資産が創出されるに従い顧客が当該
資産を支配することから、一定の期間にわたり充足される履
行義務であり、工事の進捗に従い充足されるため、工事の進
捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各
報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工
事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。な
お、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが困難な
工事については、原価回収基準を適用しております。契約に
おける取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ
る時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取
扱いを適用し、履行義務を充足した時点で収益を認識してお
ります。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足から概
ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。

②　退職給付に係る会計処理の方法……退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基
準によっております。
……数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1０年）による定
額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ
り費用処理しております。

⑹　表示方法の変更に関する注記
　連結貸借対照表
　前連結会計年度において、「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めていた「電子記録債
権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度から独立掲記しております。

⑺　会計上の見積りに関する注記
　訴訟損失引当金の計上
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び当社を
含む複数の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判について、期末日において損失の発
生可能性を勘案し、最善の見積りに基づいて計上しております。損失の発生可能性に関する見
積りの基礎となる主要な仮定及び金額の算出は地方裁判所の判決によっておりますが、今後の
各裁判所の判決の内容等により追加で費用が発生し、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を
与える可能性があります。なお、当連結会計年度の残高は以下のとおりです。
　　訴訟損失引当金　　889,600千円
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連結注記表

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 20,601,782千円

(ⅰ) 工場財団
建 物 及 び 構 築 物 1,024,019千円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,469,618千円
土 地 5,507,920千円
小 計 8,001,557千円

(ⅱ) そ の 他
投 資 有 価 証 券 250,500千円
小 計 250,500千円

(ⅱ) 支払手形及び買掛金 143,706千円

⑴　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式 12,075,000株
⑵　当連結会計年度末における自己株式の種類及び総数 普通株式 352,510株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会 普通株式 403,744千円 35円 2024年

３月31日
2024年

６月28日

付 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配　当　額 基　準　日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 468,899千円 40円 2025年

３月31日
2025年

６月30日

３．連結貸借対照表に関する注記

⑵　担保に供している資産及び対応する債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
(ⅰ) 工場財団の資産は、銀行取引に係る根抵当権が設定されておりますが、当連結会計年

度末現在対応する債務はありません。

⑶　偶発債務
①　2007年10月１日付で石綿健康障害による労災認定者であり当社グループの事業活動と直

接因果関係が認められるものに対する補償制度を導入したことから、将来当該制度に基づき
補償負担が発生する可能性があります。

②　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数
の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判が、各裁判所に係属しております。現在、
当社グループは損失の発生可能性が高いと認められる案件について訴訟損失引当金を
889,600千円計上しておりますが、今後の判決の内容等により追加で費用が発生し、連結
業績に影響を与える可能性があります。

⑷　訴訟損失引当金
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の
建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判において、各裁判所が国及び当社を含む建材メ
ーカーに賠償金の支払を命じた判決を受け、賠償金相当を訴訟損失引当金として計上しており
ます。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑶　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　2025年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり付議いたします。
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連結注記表

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 3,578,198 3,578,198 －

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

株式 3,578,198 － － 3,578,198

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要に応じて銀行等からの借入
により資金調達を行う方針であります。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低
減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご
とに時価の把握を行っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額
36,226千円）は、その他有価証券には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、
預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払手形及び買掛金は短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。

　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産については、賃貸等不動産の連結決算日における時価を基礎とした金額が、当該時
価を基礎とした総資産との比較において重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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連結注記表

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

       至　2025年３月31日）

押出成形セメント製品関連
スレート関連
耐火被覆等
その他

17,202,907
940,087

1,085,092
2,686,327

顧客との契約から生じる収益 21,914,415
その他の収益 39,647
外部顧客への売上高 21,954,062

当連結会計年度期首 当連結会計年度末
顧客との契約から生じた債権
　売掛金及び受取手形
　電子記録債権
　契約資産
　契約負債

4,332,237
555,070
280,630
41,995

3,930,982
2,618,159

249,598
71,051

⑴　１株当たり純資産額 1,762円91銭
⑵　１株当たり当期純利益 100円11銭

７．収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「２.連結計算書類作成のための基本となる重要な事
項に関する注記　⑸その他連結計算書類作成のための重要な事項　①重要な収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりであります。

(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１.契約資産
　契約資産は工事契約における進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る債権であり、当期末
残高は当期首残高に比べ31,032千円減少しております。

　２.契約負債
　契約負債は工事契約における顧客からの前受金であり、当期末残高は当期首残高に比べ
29,056千円増加しております。なお、当期首残高における契約負債のうち、当連結会計年度に
おいて収益に認識した金額は41,995千円であります。

　②　残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を採用し、記
載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結注記表

再評価を行った年月日 2002年３月31日

△2,196,460千円

　⑵　手形及び電子記録債権流動化に伴う譲渡高
　　受取手形裏書譲渡高 1,034,326千円
　　電子記録債権譲渡高 808,788千円

１０．その他の注記事項に関する注記
⑴　土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日　公布法律第19号）に基づき、事業用土地
の再評価を行っております。なお、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日　公布政令第119号）第２条第３
号に定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳
に登録されている価格に合理的な調整を行って算定する方法及び同施行令第２条第４号に
定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ
て算定する方法

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

⑶　訴訟損失
石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の建
材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判に伴う損失であります。なお、このなかには訴訟
損失引当金繰入額を含んでおります。
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株主資本等変動計算書

（2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで）

（単位：千円）

項　　　目

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

その他利益剰余金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

2 0 2 ４ 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,449,000 612,250 624,261 225,256 10,030,704 △283,519 13,657,953

事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当  △403,744 △403,744

固定資産圧縮積立金の取崩  △22,240 22,240 －

当 期 純 利 益 1,094,400 1,094,400

自 己 株 式 の 取 得 △262 △262

自 己 株 式 の 処 分 65,523 100,630 166,153

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 65,523  △22,240 712,896 100,367 856,546

2 0 2 ５ 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,449,000 612,250 689,784 203,016 10,743,601 △183,152 14,514,499

項　　　目
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 2 ４ 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,525,709 3,142,030 4,667,739 18,325,693

事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △403,744

固定資産圧縮積立金の取崩 －

当 期 純 利 益 1,094,400

自 己 株 式 の 取 得 △262

自 己 株 式 の 処 分 166,153

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △25,201 △42,687 △67,889 △67,889

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △25,201 △42,687 △67,889 788,656

2 0 2 ５ 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,500,508 3,099,342 4,599,850 19,114,349

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
その他の注記事項は、個別注記表に記載しております。
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個別注記表

個 　別 　注 　記 　表

１．継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券……市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

…………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

…………建物、2016年４月１日以降に取得した構築物及び埼玉工場以外の資
産については定率法を採用しております。なお建物、2016年４月１
日以降に取得した構築物及び埼玉工場の資産については定額法を採用
しております。

無形固定資産（リース資産を除く）
…………定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

リース資産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっ
ております。

⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を検討して計上しております。

賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のう
ち、当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる
額を計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌
事業年度から費用処理しております。過去勤務費用については、その
発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。

訴訟損失引当金………訴訟に対する損失に備えるため、係争中の案件に対し、将来発生する
可能性のある損失見込額を計上しております。
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個別注記表

⑷　その他計算書類作成のための重要な事項
①　重要な収益及び費用の計上基準　当社は、主に押出成形セメント製品等の建築材料を顧客に

供給することを履行義務としており、収益認識に関する会計
基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、
出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が
通常の範囲内である場合については、出荷時点で収益を認識
しております。なお、商品販売の一部の取引において当社の
役割が代理人に該当する取引は、顧客から受け取る額から仕
入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
　また、工事契約に関しては、顧客との工事契約に基づき当
該物件の引渡しを行う義務を負っており、工事契約に係る収
益は、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益
を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の
合理的な見積りが困難な工事については、原価回収基準を適
用しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務の充足から概
ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。

②　退職給付に係る会計処理………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務
費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における
会計処理の方法と異なっております。

⑸　表示方法の変更に関する注記
　貸借対照表
　前事業年度において、「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、金額的重要性が増し
たため、当事業年度から独立掲記しております。

⑹　会計上の見積りに関する注記
　訴訟損失引当金の計上
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び当社を
含む複数の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判について、期末日において損失の発
生可能性を勘案し、最善の見積りに基づいて計上しております。損失の発生可能性に関する見
積りの基礎となる主要な仮定及び金額の算出は地方裁判所の判決によっておりますが、今後の
各裁判所の判決の内容等により追加で費用が発生し、翌事業年度の計算書類に影響を与える可
能性があります。なお、当事業年度の残高は以下のとおりです。
　　訴訟損失引当金　　889,600千円
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 20,598,638千円

受取手形 18,381千円
電子記録債権 30,361千円
売掛金 84,130千円

支払手形 358,328千円
買掛金 1,215千円

(ⅰ) 工場財団
建 物 905,662千円
構 築 物 118,357千円
機 械 及 び 装 置 1,469,618千円
土 地 5,507,920千円
小 計 8,001,557千円

(ⅱ) そ の 他
投 資 有 価 証 券 250,500千円
小 計 250,500千円

(ⅱ) 支払手形 92,008千円
　　買掛金 51,697千円

㈱ノザワ商事 64,376千円

売上高 504,355千円
仕入高 4,314千円

②　営業取引以外の取引高 30,798千円

当事業年度末における自己株式の種類及び総数 普通株式 352,510株

３．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
①　短期金銭債権

②　短期金銭債務

⑶　担保に供している資産及び対応する債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
(ⅰ) 工場財団の資産は、銀行取引に係る根抵当権が設定されておりますが、当事業年度末現在

対応する債務はありません。

⑷　保証債務
　　関係会社の仕入債務に対する債務保証

⑸　偶発債務
①　2007年10月１日付で石綿健康障害による労災認定者であり当社の事業活動と直接因果関

係が認められるものに対する補償制度を導入したことから、将来当該制度に基づき補償負担
が発生する可能性があります。

②　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数
の建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判が、各裁判所に係属しております。現在、
当社は損失の発生可能性が高いと認められる案件について訴訟損失引当金を889,600千円
計上しておりますが、今後の判決の内容等により追加で費用が発生し、当社の業績に影響を
与える可能性があります。

⑹　訴訟損失引当金
　石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の
建材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判において、各裁判所が国及び当社を含む建材メ
ーカーに賠償金の支払を命じた判決を受け、賠償金相当を訴訟損失引当金として計上しており
ます。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　営業取引による取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
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個別注記表

（繰延税金資産）
賞与引当金 66,664千円
投資有価証券評価損否認 1,572千円
退職給付引当金 576,766千円
貸倒引当金繰入限度超過額 10,872千円
棚卸資産評価損 11,934千円
ゴルフ会員権評価損否認 2,226千円
未払費用等否認 63,005千円
減損損失 24,000千円
役員退職慰労金 12,199千円
未払事業税 25,228千円
訴訟損失引当金 279,957千円
その他 96,407千円

繰延税金資産小計 1,170,835千円
将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △379,894千円

繰延税金資産合計 790,940千円
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 689,055千円
資産除去債務 627千円
固定資産圧縮積立金 92,032千円

繰延税金負債合計 781,716千円
繰延税金資産純額 9,224千円

⑵　再評価に係る繰延税金負債の内訳
（繰延税金資産）

土地の再評価に係る繰延税金資産 59,047千円
評価性引当額 △59,047千円
土地の再評価に係る繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）
土地の再評価に係る繰延税金負債 1,509,427千円
土地の再評価に係る繰延税金負債純額 1,509,427千円

６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産・繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 19 －
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名 　 　 　 称
議決権等
の 所 有
割合(％)

議決権等
の被所有
割合(％)

取引の
内　容

取引金額
（千円）

取引条件及び
取 引 条 件 の
決 定 方 針

科　目 期末残高
（千円）

株式会社ノザワ商事 100 ―

商 品 及 び
製 品 の
販 売

503,064 注1 売 掛 金 84,130

保証債務 64,376 注2 ― －
利息の支払 17,947 注3 ― －

グループ内
資 金 管 理
一 元 化

－ 注3

受取手形 18,381
電子記録

債権 30,361
関係会社
借入金 1,416,217

支払手形 358,328

⑴　１株当たり純資産額 1,630円57銭
⑵　１株当たり当期純利益 94円72銭

再評価を行った年月日 2002年３月31日

△2,196,460千円

⑵　手形及び電子記録債権流動化に伴う譲渡高
　　受取手形裏書譲渡高 1,034,326千円
　　電子記録債権譲渡高 808,788千円

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社

注1．一般的な取引条件を勘案して合理的に決定しております。
注2．当社は、子会社の仕入債務に対して、債務保証を行っております。
注3．グループ内資金管理の効率化を目的としており、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。

８．収益認識に関する注記
連結注記表「７.収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

11．その他の注記に関する事項
⑴　土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日　公布法律第19号）に基づき、事業用土地
の再評価を行っております。なお、再評価差額については、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日　公布政令第119号）第２条第３
号に定める地方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳
に登録されている価格に合理的な調整を行って算定する方法及び同施行令第２条第４号に
定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行っ
て算定する方法

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

⑶　訴訟損失
石綿含有建材にばく露して健康被害を受けたとして、建設従事者とその遺族が国及び複数の建
材メーカーに対して損害賠償金を求める裁判に伴う損失であります。なお、このなかには訴訟
損失引当金繰入額を含んでおります。

－ 20 －
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